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～河川を守ってくださる団体を応援します～

山口河川国道事務所は、平成25年に創設された「河川協力団体制度」について、
今年度の募集を行います。
河川協力団体制度とは、自発的に河川の維持、河川環境の保全等に関する活動を行

う民間団体等を支援するものであり、平成27年度末時点で全国230団体、うち中国
地方17団体、県内1団体が河川協力団体に指定されています。
県内の河川協力団体は、佐波川において、水辺安全教室の開催、河川や親水河岸の

清掃・草刈、河川管理者と共同で水生生物調査の実施などを行っています。

１．募集期間 平成28年10月11日（火）～12月9日（金）
２．募集内容の配布及び申請方法

河川協力団体制度についての資料、募集要項及び応募等の様式は、次の2ヶ所で
配布いたします。
① 山口河川国道事務所HPの以下のページに掲載（クリックで開きます）

http://www.cgr.mlit.go.jp/yamaguchi/river/saba/join.html
② 山口河川国道事務所 河川管理課（防府市国衙一丁目10-20）
申請方法は、募集要項をご覧下さい。
なお、申請にあたりご不明な点がありましたら、山口河川国道事務所 河川管理

課までお問い合わせ下さい。

※河川協力団体制度については、中国地方整備局の以下のページにも掲載しています。
なお今後、河川協力団体として活動されている団体の取り組み事例を掲載予定です。
http://www.cgr.mlit.go.jp/cginfo/syokai/busyo/kasen/kasenkyouryoku.htm

■問い合わせ先
国土交通省中国地方整備局 山口河川国道事務所

副所長（河川） 友澤 晋一
ともざわ しんいち

（担当）河川管理課長 山﨑 隆洋
やまさき たかひろ

電 話 番 号 0835-22-1890（河川管理課直通）

【広報担当】計 画 課 長 吉田 真人
よし だ ま さ と

山口河川国道事務所ホームページ http://www.cgr.mlit.go.jp/yamaguchi/

国土交通省中国地方整備局

山口河川国道事務所

お知らせ

http://www.cgr.mlit.go.jp/yamaguchi/river/saba/join.html
http://www.cgr.mlit.go.jp/cginfo/syokai/busyo/kasen/kasenkyouryoku.htm
http://www.cgr.mlit.go.jp/yamaguchi/


「水防法及び河川法の一部を改正する法律」（平成２５年７月１１日施行）
により、河川協力団体制度が創設されました。 

河川協力団体制度の概要 

 ■河川協力団体制度とは、どんな制度か。 

◆ 河川協力団体制度とは、自発的に河川の
維持、河川環境の保全等に関する活動を
行う民間団体等を支援するものです。 

◆ 河川協力団体としての活動を適正かつ確
実に行うことができると認められる法人
等が対象となり、河川管理者に対して申
請を行います。 

  申請を受けた河川管理者は、適正な審査
のうえ、河川協力団体として指定します。 

河川管理者 

法人又は団体（ＮＰＯ等） 

自発的な 
河川維持等の活動 

指定 申請 

河川法 第５８条の８  （河川協力団体の指定） 
第５８条の９  （河川協力団体の業務） 

第５８条の１０  （監督等） 

第５８条の１１ （情報の提供等） 
第５８条の１２ （河川協力団体に対する河川管理者の許可等の特例） 



第５８条の９ 河川法 河川協力団体は、当該河川協力団体を指定した河川管理者が管理する河川
について、次に掲げる業務を行うものとする。 



※ 河川管理者から河川管理施設の維持、除草等の委託を受けることも可能となります。
委託先については、公募等の適正な手続きを経て選択を行う予定です。 

（地方公共団体等への委託） 第９９条 

河川管理者は、特に必要があると認めるときは、政令で定める河川管理施設の維持又は操作その他これに類する
河川の管理に属する事項を関係地方公共団体又は当該事項を適正かつ確実に実施することができると認められる者
として国土交通省令で定める要件に該当するもの（次項において「地方公共団体等」という。）に委託することができる。 

河川法 

【現行】 【法改正後】 
拡大 

地方公共団体にのみ 
委託可能 

国土交通省令で定める要件に該当するもの
に委託可能 



 ■河川協力団体に指定されると、どんなことが変わるの 

◆許認可等の簡素化 
 河川協力団体が活動するために必要となる河川法上の許可等について、河川管理者との協議の
成立をもって足りることとなります。 

第５８条の１２ 

河川協力団体が第５８条の９各号に掲げる業務として行う国土交通省令で定める行為についての第２０
条、第２４条、第２５条後段、第２６条第１項、第２７条第１項及び第３４条第１項（第２４条及び第２５条後段
の許可に係る部分に限る。）の規定の適用については、河川協力団体と河川管理者との協議が成立するこ
とをもって、これらの規定による許可又は承認があったものとみなす。 

河川法 （河川協力団体に対する河川管理者の許可等の特例） 

・工事等の実施の承認（法第２０条） ・土地の占用の許可（法第２４条） 

・土石以外の河川産出物の許可（法第２５条後段） 

・工作物の新築等の許可（法第２６条第１項） ・土地の掘削等の許可（法第２７条第１項） 

・権利の譲渡の承認（法第３４条第１項（第２４条及び第２５条後段の許可に係る部分に限る。）） 



第５８条の１０ 監督等 河川法 

 ■河川協力団体に指定されると、どう変わる 

第５８条の１１ 情報提供等 

河川管理者は、前条各号に掲げる業務の適性かつ確実な実施を確保するため必要
があると認めるときは、河川協力団体に対し、その業務に関し報告させることができる。 
（以下、省略） 

国土交通大臣又は河川管理者は、河川協力団体に対し、その業務の実施に関し必
要な情報の提供又は指導若しくは助言をするものとする。 

◆河川協力団体としての活動を適正かつ確実に行うための取組み 
河川管理者は、河川協力団体に対し、「業務の報告」「運営改善の命令」「指定の

取消し（公示）」をする（監督等を行う）こととなります。 
また、業務の実施に関し必要な「情報提供」、「指導」、「助言」を行います。 

◆法律上に規定されている河川協力団体として指定されることになります。 



 ■河川協力団体の指定までの主な流れ 

国が直接管理する（直轄）区間では 

河川管理者が公募 

各団体様から申請 

申請書類を確認・審査 

河川協力団体の 
指定・通知・公示 

【主な審査内容】（準則より） 
１．申請の資格について 
２．活動の実績について 
  （継続性、公共性、活動姿勢） 
３．活動の実施計画について 
  （実効性、貢献度、協調性） 

河川協力団体の指定について 



■今年度のスケジュール（山口河川国道事務所） 
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※上記は予定です。審査・確認等に長時間を要する場合もあります。 

H29.1.上旬 



河川協力団体募集要項 

【山口河川国道事務所】 

１ 河川協力団体指定制度の概要                     

 

 河川協力団体指定制度とは、自発的に河川の維持、河川環境の保全等に関す

る活動を行う民間団体等を支援するものであり、これらの団体を河川協力団体

に指定し、河川管理者と連携して活動する団体として法律上位置づけることに

より、自発的な活動を促進しようとするものです。 

 そのため、河川協力団体の指定は、要件を満たす団体を広く募集し、申請の

あった団体の中から、その資質、能力等を審査の上、指定を行います。 

 河川協力団体に指定されると、活動を行う上で必要となる河川法上の許可等

について、河川管理者との協議の成立をもって足りることとなります。 

 

２ 特に期待している具体的な活動内容及び対象となる区間                              

 

（１）特に期待している具体的な活動内容 

  河川法第 58 条の９のうち、特に期待している具体的な活動内容は以下のと

おりです。 

② 河川の管理に関する情報又は資料の収集及び提供 

・河川の魚類・植物の生息マップの作成、提供 

③ 河川の管理に関する調査研究 

・河川に生息する水生生物の調査の実施 

④ 河川の管理に関する知識の普及及び啓発 

・河川の環境に関する活動 

・河川の安全利用に関する活動 

・観察会、勉強会の実施 

⑤ 上記に掲げる業務に附帯する業務 

 

（２）対象となる区間 

  上記(１)の活動を実施していただく区間は、おおむね次の区間内とします。 

   ・佐波川の国管理区間（河口から山口市徳地堀地先（26k200 付近）） 

・島地川の国管理区間（島地川ダムから周南市巣山地先（6k600 付近）） 

なお、このうち活動を希望する詳細な区間を申請してください。 

 

３ 申請資格                              

 

 申請を行うことができる者は、法人又は河川法施行規則（昭和 40 年建設省令

第 7 号）第 33 条の８に規定する団体（以下「法人等」という。）であって、次

に掲げる要件のいずれにも該当するものとします。 

① 代表者が定まっていること。 

② 事務所の所在地、構成員の資格、代表者の選任方法、総会の運営、会計 



に関する事項その他当該法人等の組織及び運営に関する事項を内容とする

規約その他これに準ずるものを有していること。 

③ 適切な経理事務及び会計処理が行われていること。 

④ 法人等の構成員（役員を含む。）が５名以上いること。 

⑤ 申請時点において、法人等の設立後５年以上（特定非営利活動促進法（平 

成 10 年法律第７号）第 10 条第１項の規定に基づく認証を受けた法人にあ 

っては、当該認証を受ける前の活動期間を含む。）が経過していること。 

⑥ 宗教活動又は政治活動を活動目的としていないこと。 

⑦ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法 

律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はそれらの利益と 

なる活動を行う者でないこと。 

⑧ 直近１年間の税を滞納していないこと。 

⑨ 公序良俗に反するなど著しく不誠実な行為を行っていると認められない 

こと。 

⑩ 河川協力団体の指定を受けた場合に、河川協力団体としての活動以外は、 

河川協力団体と称した活動を行わないことを誓約できること。 

 

４ 申請書類                              

 

（１）河川協力団体の指定を受けるために申請を行う法人等は、別添申請書（様

式第 1号）に、以下に掲げる書類を添えて提出してください。 

 

ア 法人等の規約その他これに準ずるもの並びに会員名簿その他の法人等 

の構成員の数が記載されているもの 

  イ 直近おおむね５年間の活動実績報告書（様式－報告） 

  ウ 指定後おおむね５年間の活動実施計画書（様式－計画） 

エ 法人等の監査報告書又は収支計算書 

オ 法人等の納税証明書（課税対象団体である場合に限る） 

カ ３ 申請資格⑥、⑦、⑧、⑨、⑩の要件を満たすことを証する書類（参 

考様式 1） 

  キ 直近５年間で団体名の変更があった場合は、名称変更以前からの経緯、 

継続性が確認できる資料（該当の場合に限る） 

ク その他、河川管理者が必要と認める書類 

 

（２）申請に当たっての留意事項 

  ア 提出された書類は、返却いたしません。 

  イ 申請に要する一切の費用は、申請者の負担とします。 

  ウ 提出された書類は、本審査以外の目的には使用しません。 

 

５ 募集期間                               

 

 平成２８年１０月１１日（月）から平成２８年１２月９日（金）まで 



６ 提出先                                

 

以下の提出先に、持参又は郵送により提出して下さい。 

ただし、持参の場合は、土曜日、日曜日、祝日を除く、９時から１７時まで

とします。 

また、郵送の場合は、募集期間内必着とします。 

    

 〒７４７－８５８５  

山口県防府市国衙１－１０－２０ 

  国土交通省中国地方整備局 山口河川国道事務所 河川管理課 

  TEL ０８３５－２２－１８９０ 

  Fax ０８３５－２２－６７０５ 

 

７ 審査方法                              

 

（１）審査方法 

  河川協力団体の指定を行うにあたり、山口河川国道事務所に審査会を設置

し、申請書類の確認及び審査を行います。 

  その後、中国地方整備局長が設置する委員会において、審査内容の確認を

行います。 

 

（２）審査基準   

  ① 申請時に提出のあった活動実績報告書の審査については、以下に掲げ

る基準に基づき審査を行います。 

（ア）継 続 性：直近おおむね５年間にわたり、河川協力団体として活

動を行う河川の区間において、河川管理に資する非営

利活動を継続的に行っていること。 

（イ）公 共 性：上記の非営利活動が、河川管理者から後援された活動、 

河川管理者と共同で実施した活動その他の河川管理者

との協力関係が認められる活動であること。 

（ウ）活動姿勢：直近おおむね５年間において、河川管理又は他の民間

団体等の河川管理に資する活動の支障となり、又はそ

のおそれがある行為を行っていないこと。 

  

 ② 申請時に提出のあった活動実施計画書の審査については、以下に掲げ

る基準に基づき審査を行います。 

（ア）実効性：過去の活動実績を踏まえ、活動実施計画の実効性が認め 

られること。 

（イ）貢献度：河川管理に対する貢献が認められること。 

（ウ）協調性：活動に当たって地域（住民、市町村、他の民間団体等） 

との協調性が認められること。 

 



（３）ヒアリング 

審査会が行う審査にあたっては、申請を行った法人等からのヒアリングを

実施します。 

 

８ 結果の通知                              

 

（１）河川協力団体の指定を受けることとなる法人等に対しては、河川協力

団体指定証を発行します。 

  また、法人等の名称、住所及び事務所の所在地を公示します。 

 

（２）上記河川協力団体指定証には、法人等の名称及び業務を行う河川の区間

を明記し、指定番号の登録を行います。 

  

（３）河川協力団体の指定を受けることができない法人等に対しては、その理

由を付して書面にて通知を行います。 

 

９ 指定後の留意事項                                

 

（１）河川協力団体の指定を受けた団体は、活動実施計画書に基づき、河川

協力団体の業務を適正かつ確実に実施していただきます。 

 

（２）河川協力団体の指定を受けた団体は、山口河川国道事務所長（以下「事

務所長」という。）に対して活動実施計画書の計画期間の終了前に、当該

計画期間の終了後の次の計画期間の活動実施計画書（様式－計画）を提出

してください。   

 

（３）河川協力団体の指定を受けた団体が、活動実施計画書を変更しようとす

るときは、速やかに事務所長に対して、変更の内容を明らかにする書類（河

川法第 58 条の 10 第 1 項に基づく報告書）を提出してください。   

 

（４）河川協力団体の指定を受けた団体は、事務所長の求めに応じ、活動状況

について報告（河川法第 58 条の 10 第 1 項に基づく報告書による）を行っ

てください。 

 

（５）河川協力団体の代表者が変更となった場合又は河川協力団体が解散をし

た場合には、速やかに事務所長に対して報告（河川法第 58 条の 10 第 1 項

に基づく報告書による）を行ってください。 

 

（６）河川協力団体の名称、住所又は事務所の所在地を変更しようとするとき

は、あらかじめ事務所長に届出（名称等変更届出書による）を行ってくだ

さい。 

 



10 指定の取り消し                           

 

 河川協力団体の指定を受けた団体が、以下に掲げる事項に該当する場合に

は、指定を取り消されます。   

 

ア 河川管理者が河川協力団体に対して行う業務運営についての改善措置命 

令に違反した場合。 

イ 河川協力団体が詐欺その他不正の手段により指定を受けた場合。 

ウ 河川協力団体から指定の取消しの申請があった場合。 

 ２ 問 

11 問い合わせ先                           

 

    〒７４７－８５８５ 山口県防府市国衙１－１０－２０ 

  国土交通省中国地方整備局 山口河川国道事務所 河川管理課 

  ＴＥＬ ０８３５－２２－１８９０ 

  ＦＡＸ ０８３５－２２－６７０５ 




